

























（２）ドイツでは，基本法20条３項に基づく法律の留保の原則（Grundsatz vom Vorbehalt des
Gesetzes）に従い，国民に負担をかける国家の一切の行為は，形式的な法律の基礎を要すると
されており，法治国家原理の形式的側面として，罪刑の法定を議会に委ねることに重点が置か
れている（Hans-Heinrich Jescheck /Thomas Weigend, Lehrbuch des Strafrechts: Allgemeiner















116 専修ロージャーナル　第10号 2014. 12
ohne Gezetz : Einführung in die Dogmengeschichte des Satzes „nullum crimen, nulla poena sine
lege“, 1983 ; Hans-Ludwig Schreiber, Gesetz und Richter : Zur geschichtlichen Entwicklung des







則（Bestimmtheitsgrundsatz），あるいは明確性要請の原則（Grund für das Bestimmtheitsgebot）
と呼ばれるものが罪刑法定主義の派生原則として認められるようになっている（Jescheck /
Weigend a.a. O. S. 128,136f.）。












































































































































































































































































































































































































































































































































132 専修ロージャーナル　第10号 2014. 12
（40）植松・前掲注（21）38頁，Vgl., Sax, Das strafrechtliche „Analogieverbot“, S.94 ff,142ff.


































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































164 専修ロージャーナル　第10号 2014. 12
禁止の原則」の当然の帰結として，行為時法が適用されることになる。
また，公訴時効停止効の及ぶ刑訴法254条２項の「共犯」の解釈においても，①
訴訟法上の規定に実体法上の共犯概念が組み込まれている。そして，②公訴時効の
趣旨として競合説の立場に立つのであれば，公訴時効が完成する場合においては，
実体法上の刑罰権の消滅の側面があるため，刑罰権の存否とは無縁ではなく，同規
程の「共犯」に当たるかどうかにより，公訴時効完成を停止するかに関わり，最終
的には刑罰権の消滅等を理由とする免訴判決の当否に影響がある。そのため，254
条２項の「共犯」の意義は，実質的に見て「刑罰権が及ぶ範囲」に関わっている。
したがって，刑訴法254条２項の「共犯」の解釈にあたり，訴訟法独自の観点か
らその意義を確定することはできず，実体法上の共犯概念と厳密なリンクを図り，
厳格解釈が及ぶという意味で，罪刑法定主義の実質的な適用があるものというべき
である。
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